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東日本大震災の日本の輸出への影響
─輸出額の外延と内延の分解─
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要　旨

　2011年 3月に発生した東日本大震災は，多くの東北地方の企業に深刻な被害をもたらし，
輸出は一時的に急激な落ち込みを見せた．震災の影響は被災企業だけにはとどまらず，被
災企業が含まれるサプライチェーンが分断されることで，取引ネットワークに含まれる生
産者にも影響を与えた．この輸出の縮小がどのようなプロセスで生じたかという点は，研
究者や政策担当者の大きな関心事である．本論文は，震災により日本が急激な輸出額の落
ち込みを経験した 2011年の 3月から 6月における港別，品目別に細分化された日本の貿
易統計を用いて，2011年の大震災の輸出額への影響を定量的に分析した．分析は，貿易
総額の変化を品目数や品目当たりの取引相手国の増減による変化（extensive margin）と，
品目当たりの平均輸出額の増減（intensive margin）へそれぞれ分解し，震災後の変化を
調べた．その結果，出荷港別の分析では，震災の影響が大きかった東日本の港において，
輸出額減少の大部分は intensive marginで説明されるものの，2011年 5月，6月の回復に
向かう途上で extensive marginの影響が大きくなっていることが明らかになった．また，
品目別の分析では，東北地方の主要産業である電気機器や自動車産業の品目において，輸
出減は extensive marginよりも intensive marginの落ち込みが大きく寄与していることが
示された．

1．はじめに

　2011年 3月に発生した東日本大震災は，多
くの東北地方の企業に深刻な被害をもたらし
た．この影響は，被災企業だけにはとどまらず，
被災企業が含まれるサプライチェーンが分断さ
れることで，取引の前方，後方に位置する生産
者にも影響を与えた．つまり，東北地方に立地

する企業が震災により被害を受け，生産活動が
停止した場合，その生産者に部品を納入する企
業は納入をストップせざるを得ず，納入企業の
生産も滞ることとなった．また，被災企業の生
産する部品を用いて生産を行ってきた企業も，
代替部品を調達できない場合には，生産を止め
ざるを得なくなった．東北地方には，日本の大
手電子部品メーカーが生産拠点をおいており，
こうしたサプライチェーンの分断を原因とする
生産減少は，東北地方の主要産業の中でも，主
に部品点数の多い自動車産業や，日本の部品供
給に依存するスマートフォンなどの生産におい
て生じ，世界的な規模で深刻な事態をもたらし
た．例えば，米国のゼネラルモーターズが，日





び，1品目，1ヶ国，1企業当たりの平均取引
額は，貿易の内延（intensive margin）と呼ば
れる．一方，Helpman（2011）は，国際貿易に
よって生じる新しい商品の生産や商品の多様性
が，その国の経済成長に重要な役割を果たして
いると述べている．国際貿易を理解するために
は，extensive marginに影響を与える要因を探
すことが重要となっている．
　もし extensive marginの増減に国際的な垂直
的分業が関係しているのであれば，東日本大震
災により被害を受けた企業の中でも，電気機器
や自動車関連など，垂直的分業や中間財の生産
に関連する財で extensie marginの落ち込みが
大きいことが予想される．この論文では，東日
本大震災による日本の急激な輸出額の落ち込み
を経験した 2011年の 3月から 6月における港
別，品目別に細分化された日本の貿易統計を用
いて，貿易額の変化を品目数や取引相手国の
増減による変化（extensive margin）と，1品
目や 1取引相手国当たりの平均輸出額の増減
（intensive margin）へ分解し，2011年の 3月か
ら 6月の輸出減少に対して，どちらの寄与が大
きかったのかを分析を行った．

2．先行研究

　近年，貿易の決定要因に関する研究は，企業
の参入退出，輸出品目数の増減，輸出仕向地の
増減など，貿易総額ではなく，より細分化した
レベルの変化が貿易全体の変化にどのように寄
与しているかに焦点が当てられている．貿易額
の変化を構成するこれらの細分化された要素
は大きく分けて 2つに分類される．1つは，貿
易に参入する企業数や取引品目，取引相手国
の増減の extensive margin，もう 1つは，1企
業や 1品目，1か国当たりの平均取引額の増減
といった変化に着目する intensive marginであ
る．先行研究でも，企業レベルや品目レベルに
細分化された貿易統計を利用して，こうした貿
易額の変化に対する各要素の貢献度を明らか
にしようとする研究が行われている．Bernard, 
et al.（2007）は，アメリカの HSコード 10桁

2）朝日新聞 2011年 3月 27日朝刊「日本から部
品こない世界の自動車産業に打撃　東日本大震災」 

3）朝日新聞 2011年 5月 19日朝刊「半導体，供
給難にルネサス，自動車生産に影響」

4）国際貿易機構 WTO 統計データベース , 
http://stat.wto.org/Home/WSDBHome.aspx? 
Language=E　2014年 2月 24日

5）この分野の代表的な研究としては，Bernard 
et, al.（2009）等を参照．

本の自動車部品メーカーからの供給が滞ったこ
とで，ルイジアナ州の小型トラック工場の操業
を停止したり，フランスのプジョー・シトロエ
ングループでは，日立オートモディブシステム
ズからの電子部品が滞ったことで，欧州にある
ディーゼルエンジンの工場において生産工程に
おいて調整をしなければならなかった 2）．また，
半導体大手のルネサスエレクトロニクスも，震
災後，制御用半導体を生産出来なくなり，それ
を用いる幅広い業種に影響を与えている 3）．こ
のようなサプライチェーンの分断の影響は国内
だけでなく世界に深刻な被害をもたらした．
　Yi（2003）が指摘するように，現在の急激な
国際貿易の拡大は，関税などの貿易障壁の削減
のみでは説明することは難しい．1960年代前
半から 2000年頃まで貿易障壁は 10%程度しか
減少していないのに関わらず，この期間に世
界全体の貿易額は 30倍程度に拡大している 4）．
この拡大は，最終財の貿易を主に扱う伝統的な
貿易理論で解釈するのには限界があり，電子部
品などの中間財が，国境を越えた垂直的分業に
より取引されていることと結びついていると考
えられている．近年，貿易額を，輸出品目数の
増減，輸出仕向地の増減，企業数の参入退出と，
1品目，1ヶ国，1企業当たりの平均的な輸出
額といった平均的な貿易額の変化に分解し，こ
れらが，其々どのように貿易額全体に影響を与
えているかを分析することで，国際貿易の拡大
の要因や影響を明らかにしようとする研究が積
極的に行なわれている 5）．この研究では，取引
品目，取引相手国，貿易を行っている企業数の
増減を，貿易の外延（extensive margin）と呼
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レベルの貿易統計と企業データを接続させた
データを利用して，貿易フローの変化に対す
る extensive marginと intensive marginの分解
を行っている．その結果，国横断的な貿易額
の違いは，1企業当たりや 1品目当たりの取引
額の変化による intensive marginよりも輸出企
業数や品目数の変化と言った extensive margin
によって説明されることが示された．日本の
データにおいては，伊藤（2010）が 2008年
の世界同時不況による貿易額の減少に対す
る extensive marginと intensive marginの分
解を行い，危機後の貿易額の減少が intensive 
marginの急激な減少によってもたらされた
ことを明らかにしている．Ando and Kimura
（2012）は，同様に日本の貿易統計を用い，

20008年の世界同時不況と 2011年の東日本大
震災が，日本の電気機器産業の生産ネットワー
クにどのような影響を及ぼしたか分析してい
る．その結果，世界同時不況と東日本大震災に
おいても，貿易額の変化は intensive marginの
減少により大部分が説明されることを明らかに
している．また，輸出品目を中間財と最終財に
分け，最終財においてより intensive marginの
落ち込みが大きかったことを示した．
　関税などの貿易障壁の削減が，extensive 
marginと intensive marginにどのような影響を
与えるかを分析した研究は，いくつか行われて
いるが分析結果は一致を見ていない．Debaere 
and Mostashari（2010）は，1986年から 1999
年の HSコード 10桁のアメリカの商務省の
財別データを用い，関税の削減は extensive 
marginの拡大に有意な影響を持つが，その効
果は最高で 10%程度と効果は小さかったこと
を示している．Buono and Lalanne（2012）は，
1993年から 2002年のフランスの企業データを
用い，90年代のWTOのウルグアイ・ラウン
ドにおける関税の削減が extensive marginと
intensive marginに与えた影響を分析した．分
析の結果，関税削減は，既存企業による輸出の
増加には影響を与えるが，輸出企業数には影
響を与えない，もしくは効果は小さいことを

示している．同様に，Baier, et al.（2014）は，
関税同盟や自由貿易協定（FTA）など経済統
合協定（EIA）が extensive marginと intensive 
marginに与える影響を分析している．彼らは，
1960年から 2000年の HSコード 4桁の NBER
アメリカ合衆国貿易データの財別データを用
い，経済統合協定（EIA）は extensive margin，
intensive marginの両方に概ね有意な正の影響
を与え，経済統合協定（EIA）の種類によっ
て，各 marginの大きさや時系列の変化に違い
があることを明らかにしている．例えば，関
税同盟や共同市場といった連携の深い経済統
合の方が，一方向の特恵貿易協定といった連
携の浅い経済統合よりも，extensive margin，
intensive marginの効果は大きい，また，深
い経済統合では統合後，intensive marginの
方が，extensive marginよりも早く反応をす
ることを明らかにしている．一方で，Kehoe
（2013）は，SITC6桁の COMTRADEデータ
ベースの財別データを用い，貿易額の拡大に
は，extensive marginの増加が重要な役割を果
たしていることを示している．例えば，北米自
由貿易協定（NAFTA）による貿易額の拡大の
10%は etensvie margionで説明することが出来，
貿易政策に変更がなかった国では，extensive 
marginは小さな変化しか見られなかった．同
様に，Dutt et, al.（2013）は，世界貿易フローデー
タベースを用い，世界各国のWTOへの加盟は
intensive marginではなく，extensive margin
に有意な影響を与えることを示している 6）．
　この論文は，次の 2点で既存の研究とは異
なっている．まず，extensive marginの決定要
因として，貿易障壁の削減ではなく，国際的な
垂直的分業に注目している．先行研究では，貿
易障壁の削減は，extensvie marginに一致した
影響を持つことを示しているとは言えず，他の
要因を見つけることが重要であると考えられ 

6）この他に extensive marginと intensive margin
の分解を行った分析としては，Kehoe, et al.（2015），
Crozet and Koening（2010），Lawless （2010）等がある．
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して，輸出企業の参入退出と輸出品目数の変化
を extensive margin，1企業の 1品目当たりの
平均貿易額の変化を intensive marginと定義し，
貿易額の変化を分解している．本論文でもこれ
にならい，ある時点 t 期における輸出総額Vを，
輸出品目数nと品目当たりの輸出仕向地の数 c  
と，品目仕向け地レベルの平均輸出額 νに分解
する 8）．ここで前期比変化を∆で表すとすると，
貿易額の変化は以下の（1）式のように分解で
きる．

 tttt vcnV∆ ∆ ∆ ∆=  （1）

　この式の両辺の対数を取った以下の（2）式
により，extensive marginと intensive margin
の寄与度を評価する．

 )ln()ln()ln()ln( tttt vcnV∆ ∆ ∆ ∆++=  （2）

　（2） 式 に お い て， )nln(∆ t と )ln(∆ tc が
extensive margin ， )ln( tv∆ が intensive margin
による輸出額の変化であると定義する．
　データは，財務省貿易統計の HSコード 9桁
レベルの月次の輸出のデータを用い，季節性を
取り除くため，∆は前年同月比との比を取った．
また，震災の被害が東日本に集中しているため，
港ごとで集計をして比較を行った．品目は東北
地方の主要産業に焦点を当てるため，経済産業
省の工業統計において，東北地方における出荷
額が多い産業分類に対応する HSコードを貿易
統計から選んだ．

4．分析結果

　4.1 出荷港別の分析結果

　以下の表 1から表 3-3が，日本全体，成田

る 7）．2点目に，Ando and Kimura（2012）とは
異なり，出荷港別の分析や HSコード 8桁の財
別の分析をしており，より詳細な分析を行って
いる．出荷港や商品を詳細に分けることで，サ
プライチェーンの分断が輸出に与えた影響をよ
り具体的に見ることが出来る．
　以降の論文の構成は，3節で日本の貿易額の
推移を概観した後，分析方法及び用いたデータ
について説明をする．次に 4節で分析結果を説
明し，最後に 5節で最後のまとめを述べる．

3．貿易額の変化の分解

　図 1は，2010年 4－ 6月から 2013年 1月－
3月の日本の輸出額と GDPの推移を表したグ
ラフである．このグラフから明らかなように，
震災直後の 2011年 4－ 6月に輸出額と GDP
は急激に落ち込んでいる．輸出額の減少額は，
2011年 1－ 3月に比べるとマイナス 7300億円
に及び，減少率では全輸出額の 5%程度となっ
ている．輸出額の減少幅に比べると GDPの落
ち込みの方が大きく，2011年 4月－ 6月は，
前年同月比で 8%程度減少している．しかし，
次の四半期の 2011年 7月－ 9月には，輸出額，
GDP共にほぼ震災前の水準に回復している．
このためこの論文では，一時的に日本が急激な
輸出額の落ち込みを経験した 2011年の 3月か
ら 6月に注目をして，この 4ヶ月の港別，財別
の品目数や品目当たりの取引相手国の増減によ
る変化（extensive margin）と，品目当たりの
平均輸出額の増減（intensive margin）の変化が，
全体の貿易額の変化にどのように寄与したかを
分析する．
　次に貿易額の分解の枠組みについて説明す
る．Bernard, et al.（2011）は，米国の企業レ
ベルの品目別かつ仕向地別の貿易データを利用

8）日本では月別の輸出企業数のデータの入手が
困難なため，企業数の分解は行わなかった．また，
Bernard, et al.（2011）では，輸入額の変化について
も同様の分析を行っているが，震災後，燃料の輸入
が増えたことで，日本の輸入額は増加傾向に転じて
いるため，輸入は分析には含めなかった．

7）Debaere and Moshashari（2010）は，産業・国
レベルの関税以外の他の要因が，extensive margin
の変化に重要な影響を与えており，今後の研究では，
この決定要因を見つけることが課題であると述べて
いる．
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空港，横浜港，東京港，神戸港，関西空港，
大阪港ごとの輸出総額を extensive margin と
intensive marginに分解したものである．ま
ず，表 1は日本全体の輸出総額を分解した表
だが，2011年 3月から 6月の輸出額の減少は，
intensive marginの大幅な落ち込みが大きく寄
与していることがわかる．特に 4月の輸出総
額は，前年同月比 10%超の減少を見ているが，
この 8割程度が intensive marginにより説明さ
れる．これは Ando and Kimura（2012）と同様
の結果である．一方，成田空港，横浜港，東
京港の東日本の港でも，全体的には intensive 
marginの寄与が大きいが，5月から 6月にか
けて一部 extensive marginの寄与が大きくなっ
ている．例えば，成田空港では，震災直後の 3， 
4月は，intensive marginがそれぞれ－7.2%，－
13.6%と輸出減少幅の大部分を説明しているが，
5月には intensive marginが－6.4%なのに対し，
extensive marginが－7.1%となり，extensive 
marginの寄与が上回っている．同じ傾向が，
横浜港と東京港にも見られる．横浜港は，3
月と 4月は，intensive marginが，それぞれ
－7.0%，－18.8%に及ぶが，5月には intensive 

marginが－0.2%なのに対し，extensive margin
が－6.1%となり，extensive marginの寄与が上
回っている．同様に，東京港も 3，4月と 5，
6月で intensive marginと extensive marginの
関係が逆転している．この震災直後にすぐに
extensive marginが減少しなかったのは，企業
の保有している完成品在庫，生産途上品があっ
たためと予想される．東日本大震災は未曾有の
大災害であったが，自動車部品メーカーや半導
体メーカーは，東北の内陸部に工場をおいてい
ることが多かったため，沿岸部の企業に比べる
と，津波の被害は最小限に抑えられ，設備等へ
の被害も免れた．これにより震災後，暫くは在庫
で部品の供給をカバーしたものと考えられる 9）．
Ando and Kimura（2012）は，対象品目を製造
業に絞っており，本稿と分析手法も異なるため，
一概に比べることは出来ないが，6月，7月に
似た傾向が確認された．

図 1．震災前後の輸出額と GDPの推移

資料 : 財務省「貿易統計」，内閣府「国民経済計算」
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9）朝日新聞 2011年 5月 19日朝刊に，ルネサス
エレクトロニクスが，2011年 5月末までは，震災
前の完成品在庫，生産途上品で供給をカバーした
状況が記載されている．
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　一方，西日本の港は，神戸港，関西空港では，
輸出額が前年同月よりむしろ増加しており，そ
の多くは intensive marginの増加により説明さ
れている．ただし，大阪港は例外で，輸出額は
減少し，全体的には intensive marginの寄与が
大きくなっている．このような東西の違いは，

震災後の混乱により一時的に東日本の港が利用
できなくなった企業が，西日本の港を代替港と
して利用したということが考えられる．もしく
は，東日本で様々な財が生産出来なくなったた
めに，西日本の競合他社が生産を増やしたとい
う解釈も出来る．

表 1．日本全体

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -2.4% -0.9% -0.5% -1.0%

2010-2011 4 -13.3% -0.8% -1.6% -10.9%

2010-2011 5 -10.9% -1.6% -1.3% -8.1%

2010-2011 6 -1.6% -0.7% -1.7% 0.8%

表 2-1．成田空港

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -10.3% -1.6% -1.5% -7.2%

2010-2011 4 -11.2% 1.0% 1.3% -13.6%

2010-2011 5 -13.5% -4.8% -2.3% -6.4%

2010-2011 6 -7.2% -4.0% 5.2% -8.4%

表 2-2．横浜港

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -11.4% -2.1% -2.2% -7.0%

2010-2011 4 -21.1% -2.6% 0.4% -18.8%

2010-2011 5 -6.3% -4.2% -1.9% -0.2%

2010-2011 6 0.3% -1.5% 0.9% 0.9%

表 2-3．　東京港

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -1.5% 0.7% 0.7% -2.9%

2010-2011 4 -8.3% -0.1% 2.3% -10.5%

2010-2011 5 -12.0% -4.9% -6.0% -1.1%

2010-2011 6 3.3% -2.2% 5.7% -0.3%
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表 3-1．神戸港

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 12.9% -2.4% 2.4% 12.9%

2010-2011 4 2.7% 0.3% 5.2% -2.8%

2010-2011 5 1.3% -0.3% -8.1% 9.7%

2010-2011 6 9.2% -0.9% -0.2% 10.4%

表 3-2．関西空港

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 10.6% 2.4% -1.0% 9.2%

2010-2011 4 6.6% 3.0% 0.4% 3.2%

2010-2011 5 -8.7% -2.0% 6.0% -12.7%

2010-2011 6 0.0% -0.5% 5.9% -5.4%

表 3-3. 大阪港

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -6.2% 0.8% 7.9% -14.8%

2010-2011 4 -6.6% -0.4% -8.3% 2.1%

2010-2011 5 -8.3% -3.1% 2.3% -7.6%

2010-2011 6 -11.3% 0.0% -1.5% -9.9%

　東北で生産された財は，船での輸送では横浜
港や東京港，空輸では成田空港を使うことが多
い．港別の分析では，被災によって被害を受け
た東北の企業や，それに関わる生産ネットワー
クが，どのくらい intensive marginと extensive 
marginの変化に影響を与えているが，直接，
見ることは難しいが，東北で生産された財が，
関東の港を使って輸出されると仮定するのであ
れば，関西よりも関東で extensive marginの落
ち込みが大きいことは，一部はサプライチェー
ンの分断による影響を捉えていると解釈するこ
とが出来る．
　次節では東北の主要産業の財別のデータを
用いて，財ごとの貿易額の intensive marginと

extensive marginの変化への寄与を見る．

　4.2 品目別の分析結果

　この節では，東北沿岸地域の主要産業の貿易
品目の輸出額の分解を行った結果を説明する．
まず，震災によってより大きな被害を受けた東
北沿岸地域の主要産業は，経済産業省の工業統
計（平成 22年度）を用い特定した．工業統計
の産業分類は，HSコードと直接対応をしてい
ないので，著者が，該当する HSコードを貿易
統計より探して割り振りを行った．東北の主要
産業と対応させた HSコードの一覧は以下の表
4の通りである．
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　以上 17品目の東日本の港の輸出総額を
extensive margin と intensive marginに分解し
たものが，以下の表 5から表 21である（表 21
の配合飼料のみ輸出額が 0となったので，そ
のままのデータを載せている）．これらの表か
らは，以下のことが明らかになった．まず初

めに，抵抗器，変成器，車両の部分品，コネク
タ，航空機用原動機，無線機器，有線通信機器
など，東北地方の主要産業の 1つである電気機
器産業の品目においては，輸出総額の落ち込み
は，一部 extensive marginが寄与している月も
あるが，大部分は intensive marginの急激な落

表 4．東北沿岸地域の主要産業と対応させる HSコード

地区名 出荷額
の順位 産業分類 産業名 対応させた HSコード

仙塩地区 1位 1711 石油精製業 2709～ 2713
仙塩地区 2位 1511 オフセット印刷業（紙に対するもの） 48類
仙塩地区 3位 2221 製鋼・製鋼圧延業 72類

釜石地区 1位 2231 熱間圧延業（鋼管，伸鉄を除く） 72類
釜石地区 2位 2523 油圧・空圧機器製造業
釜石地区 3位 2671 半導体製造装置製造業 8541

石巻地区 1位 1421 洋紙・機械すき和紙製造業 48類
石巻地区 2位 1061 配合飼料製造業 1213，1214
石巻地区 3位 0926 冷凍水産食品製造業 1604

宮古地区 1位 2823 コネクタ・スイッチ・リレー製造業 8535，8536
宮古地区 2位 1222 合板製造業 44類
宮古地区 3位 0926 冷凍水産食品製造業 1604

相馬地区 1位 3142 航空機用原動機製造業 8409
相馬地区 2位 1422 板紙製造業 48類
相馬地区 3位 2319 その他の非鉄金属第１次製錬・精製業

いわき地区 1位 3013 無線通信機械器具製造業 8527
いわき地区 2位 3113 自動車部分品・附属品製造業 87類
いわき地区 3位 3034 印刷装置製造業

大船渡・高田地区 1位 2121 セメント製造業 2523
大船渡・高田地区 2位 0919 その他の畜産食料品製造業
大船渡・高田地区 3位 0925 冷凍水産物製造業 1604

古川地区 1位 2821
抵抗器・コンデンサ・変成器・
複合部品製造業 8532，8533

古川地区 2位 2851
電源ユニット・高周波ユニット・
コントロールユニット製造業 850431

古川地区 3位 2443 金属製サッシ・ドア製造業 4414～ 4421

両磐地区 1位 3011 有線通信機械器具製造業 8517，8518
両磐地区 2位 2922 内燃機関電装品製造業 8501，8502
両磐地区 3位 3021 ビデオ機器製造業 8521
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ち込みで説明された．特に輸出品目数 nは前年
同月と比べ，変わっていない品目が多く，この
部分は予想とは異なる結果となった．例えば，
表 5の抵抗器では，輸出額は 5月は－6.4%，6
月は－7.5%となっているが，同じ月，intensive 
marginはそれぞれ－6.0%，－9.4%減少しており，
輸出額の減少の大部分が intensive marginで説
明される．表 6の変成器に関しても，輸出額が 3，
4，5月は，それぞれ－6.2%，－4.7%，－35.7%
となっているが，同じ月，intensive marginが
それぞれ，－9.1%，－4.7%，－42.0%となって
おり，減少幅の全てが intensive marginで説明
されている．自動車関連でも，表 7の車両の部
分品で，輸出額は 3月から 6月にかけて大きく
落ち込んでいるが，extensive marginの寄与は
僅かで，大部分が intensive marginの減少で説
明される．その他，表 8のコネクタ，表 9の航
空機用電動機，表 10の有線通信機器でも同じ
ような傾向がみられ，一部，表 11のダイオー
ド，表 12の内燃機関電装品，表 13のビデオ機
器，表 14の無線用受信機で，extensive margin
の減少幅が大きかった月も見られたものが，
これらは少数派であった．これは，extensive 
marginと intensive marginの変化を見るには
財別のデータでは十分ではなく，企業間の取引
ネットワークなどもっと詳細なデータが必要で
あることを示唆しているかもしれない．また，
Ando and Kimura（2012）が指摘しているよう
に，日本の電気機器産業の東南アジアとの安定
的な強い結びつきを反映した結果とも解釈する
ことが出来る．
　一方，自動車や電気機器以外の東北地方の主
要産業である食品関連では，intensive margin 
の落ち込みに加え，extensive margin の減少も
輸出減に影響をしていた．例えば，表 15の魚は，
輸出額は 3月に－166%の大幅減となっている
が，その内訳は，－96.9%の intensive margin
の減少に加え，－179.2%の輸出仕向地の数 の
減少も大きく寄与している．これは震災により，
船や漁具，港などのインフラが使えなくなった
ことに加え，東電の原発の問題により，食料品

の輸出が多くの取引相手国で滞ってしまったこ
とが要因となっていると考えられる．
　それ以外の品目を見ると，表 16の石油製品，
表 17の紙，表 18の木材などは，輸出額が減少
していない月もあり，他の財に比べると震災の
影響は小さかった．
　出荷港別の分析も品目別の分析でも，震災後
の輸出減少の大部分は，intensive marginで説
明される．この結果は，Ando and Kimura（2012）
と整合的である．一方，相違点は以下のように
まとめられる．Ando and Kimura（2012）は，
財を（製造業の）中間財と最終財に分け，中
間財は最終財に比べて輸出の減少幅が小さ
く，両 marginの寄与度に関しては，中間財で
は extensive marginの寄与の方が，intensive 
marginよりも小さかったことを示している．
一方，最終財は，減少幅が大きく，extensive 
marginの寄与が大きい．本稿は，まず，震災
がサプライチェーンへ与える影響を捉えるた
め，分析対象品目を出荷港と東北沿岸部の主
要品目に分けた．分析の結果，出荷港別の分
析では，輸出減の大部分は intensive marginで
説明されるが，回復途上の 5，6月で extensive 
marginの寄与が大きくなっていることが明ら
かになった．これは，Ando and Kimura（2012）
では，明示的に指摘されていない点であり，震
災でサプライチェーンが傷つき，その中に含ま
れる最終財が輸出出来なくなったためと解釈す
ることが可能である．しかし，本稿のデータで
は，どのようなプロセスで，それら最終財の輸
出が減少したのかは明らかではない．これを分
析するためには，企業間取引を含んだ，もっと
詳細なデータが必要である．また，品目別の
分析では，intensive marginの寄与が大きかっ
たが，これは，東北沿岸部の主要品目として
抽出した財は，中間財となる場合が多いため，
Ando and Kimura（2012）と似た結果となった
と考えられる．
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表 5．抵抗器・コンデッサ（HSコード：8533,8532）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -0.9% 0.0% -3.0% 2.1%

2010-2011 4 -0.8% 0.0% 3.0% -3.7%

2010-2011 5 -6.4% 0.0% 0.0% -6.4%

2010-2011 6 -7.5% 0.0% 1.5% -9.0%

表 6．変成器（HSコード：850431）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -6.2% 0.0% 2.9% -9.1%

2010-2011 4 24.1% 0.0% -10.9% 35.0%

2010-2011 5 -4.7% 0.0% 0.0% -4.7%

2010-2011 6 -35.7% 0.0% 6.3% -42.0%

表 7．鉄道用及び軌道用以外の車両並びにその部分品及び附属品 （HSコード：87）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -24.7% 1.5% -2.5% -23.6%

2010-2011 4 -72.3% -1.5% 2.0% -72.8%

2010-2011 5 -39.1% 1.5% -7.1% -33.4%

2010-2011 6 -11.9% 2.2% 0.3% -14.4%

表 8．コネクタ（HSコード：853690210）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -6.5% 0.0% -8.4% 1.9%

2010-2011 4 -4.6% 0.0% 5.0% -9.7%

2010-2011 5 -20.9% 0.0% 8.6% -29.5%

2010-2011 6 -9.3% 0.0% 3.2% -12.5%

表 9．航空機用原動機 （HSコード：8409）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 2.5% 0.0% 5.0% -2.5%

2010-2011 4 0.7% 0.0% 7.2% -6.5%

2010-2011 5 -7.6% 0.0% 5.1% -12.7%

2010-2011 6 2.3% 0.0% -1.4% 3.7%
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表 10．有線通信機器（HSコード：8517,8518）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -23.6% 0.0% -1.9% -21.8%

2010-2011 4 -27.9% 0.0% 10.3% -38.2%

2010-2011 5 -30.5% 0.0% -13.1% -17.5%

2010-2011 6 -17.8% 0.0% 9.4% -27.3%

表 11．ダイオード（光電性ダイオード及び発光ダイオードを除く）（HSコード：8541）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 0.3% 0.0% -6.1% 6.3%

2010-2011 4 -6.4% 0.0% 0.0% -6.4%

2010-2011 5 -8.6% 0.0% 1.5% -10.1%

2010-2011 6 -6.9% 0.0% -9.2% 2.4%

表 12．内燃機関電装品（HSコード：8501,8502）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 1.0% -3.5% -4.3% 8.8%

2010-2011 4 -1.5% 3.5% -8.5% 3.5%

2010-2011 5 -2.0% -3.6% -10.0% 11.6%

2010-2011 6 -28.3% 0.0% 0.9% -29.2%

表 13．ビデオ機器（HSコード：8521）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -34.2% 0.0% -13.4% -20.8%

2010-2011 4 -91.4% 0.0% -31.8% -59.5%

2010-2011 5 -26.8% 0.0% -22.3% -4.5%

2010-2011 6 -35.8% 0.0% -3.2% -32.7%

表 14．無線電話用，無線電信用又はラジオ放送用の受信機器（HSコード：8527）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -14.2% -13.4% 15.8% -16.6%

2010-2011 4 -35.2% 0.0% 2.6% -37.8%

2010-2011 5 -2.2% 28.8% -21.7% -9.3%

2010-2011 6 -14.8% 0.0% -2.6% -12.2%
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表 15．魚（調製しまたは保存に適する処理をしたものに限る）（HSコード：1604）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -166.2% 109.9% -179.2% -96.9%

2010-2011 4 67.5% 69.3% 0.0% -1.8%

2010-2011 5 -91.8% 0.0% -18.2% -73.6%

2010-2011 6 -37.6% 69.3% -69.3% -37.6%

表 16．石油製品（HSコード：2709～ 2713）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 27.5% 4.4% 3.2% 19.9%

2010-2011 4 -69.5% 4.4% 6.1% -80.0%

2010-2011 5 2.9% 4.3% -0.8% -0.6%

2010-2011 6 63.0% -4.3% 13.8% 53.5%

表 17．紙（HSコード：48）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 39.9% 26.0% -18.7% 32.5%

2010-2011 4 25.7% 23.4% -9.0% 11.3%

2010-2011 5 27.4% 25.3% -14.9% 16.9%

2010-2011 6 31.2% 27.2% -6.4% 10.4%

表 18．材木及びその製品（HSコード：44）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 14.1% 7.6% -0.3% 6.8%

2010-2011 4 17.9% -2.0% -19.2% 39.0%

2010-2011 5 -10.0% 9.7% -12.5% -7.2%

2010-2011 6 -6.0% -3.9% -1.3% -0.7%

表 19．鉄鋼（HSコード：72）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 8.5% 0.0% -14.1% 22.6%

2010-2011 4 -0.8% -1.4% 2.5% -2.0%

2010-2011 5 -7.2% -1.7% -1.9% -3.6%

2010-2011 6 -6.9% 2.2% -5.7% -3.4%
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表 20．セメント（HSコード：2523）

年 月 )V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc)V∆ln( t ∆ln( )t )∆ln( t )∆ln( tn vc

2010-2011 3 -24.4% 0.0% -4.1% -20.3%

2010-2011 4 -15.6% 0.0% -3.9% -11.7%

2010-2011 5 -5.8% 0.0% -7.4% 1.6%

2010-2011 6 -21.1% 0.0% -11.3% -9.7%

	 表 21．配合飼料（HSコード：1213,1214）

年 月 nt ct 輸出額（千円）

2010 3 2 2 3036

2010 4 1 1 209

2010 5 2 2 3554

2010 6 0 0 0

2011 3 0 0 0

2011 4 0 0 0

2011 5 0 0 0

2011 6 0 0 0

５．おわりに

　この論文は，東日本大震災の輸出額減少への
影響を，港別，品目別に細分化された日本の
貿易統計を利用して定量的に分析した．分析
は，貿易総額の変化を品目数や品目当たりの取
引相手国の増減による変化（extensive margin）
と，品目当たりの平均輸出額の増減（intensive 
margin）へそれぞれ分解し，その寄与度を調
べた．その結果，震災の影響が大きかった東日
本の港で，輸出額の大きな落ち込みがあり，そ
の大部分は intensive marginで説明されるもの
の，5，6月の回復に向かう途上で，extensive 
marginの影響が大きくなっていることが明ら
かになった．一方，震災の影響をほぼ受けなっ
た西日本の港では，むしろ輸出額が増加してい
る港も見られた．この東日本の港の extensive 

marginの減少は，東北の企業が被災をし，生
産ネットワークが傷ついたことで，被災企業だ
けでなく，その供給網に含まれる他の企業も財
を供給できなくなってしまったことが要因と
なっていると解釈することが出来る．もしそう
であれば，貿易の拡大に伴う extensive margin
の増加は，企業が生産工程を細分化し，多くの
国で生産を行っていることと関係していると考
えることが出来る．
　しかし，東北の主要産業の品目で見た輸出額
の extensive marginと intensive marginの分解
では，電気機器・自動車産業の品目においては
extensive marginよりも intensive marginが輸
出減に大きく寄与していることが示された．こ
れは日本企業の強固なサプライチェーン，企業
間ネットワークを表している可能性もあるが，
extensive marginと intensive marginの正確な
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寄与を調べるためには，そもそも企業間ネット
ワークが把握できるもっと詳細なデータが必
要なことを示唆しているかもしれない．そし
て，食料関連では原発の影響もあり，intensive 
marginに加えて，仕向け地の減少を主とした
extensive marginの落ち込みが見られた．
　この論文は，港別，品目別に細分化した日本
の貿易統計を用いて，東日本大震災後の輸出減

少を extensive marginと intensive marginに分
解して，その寄与を調べており，国際貿易のし
くみを理解するに当たり，貴重な情報を提供し
ていると考えられる．今後は，他のデータを用
いて，同じような結果が得られるか，また，企
業間の取引ネットワークを含んだデータを用い
て，サプライチェーンの分断と各 marginの関
係を分析することが課題になると思われる．
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